


Infrastructure Solution

インフラソリューション
ICT基盤の最適化・最新化をトータルサポート

企業の基幹システムとなるサーバー・ストレージからクライアント構築まで、
コンサルティング→基本設計→構築をお手伝いいたします。
企業として欠かせない情報システムＬＡＮやメールサービス、ＰＣやデータベー
スなどのベーシックな基盤構築から、日々進歩発展していく最先端のＩＴ技術
を取り入れた構築まで、幅広く対応いたします。

Data Center

Cloud
Computing

Server

Management Administrator Operator

常駐型案件対応
SES・派遣型で業務に精通したエンジニアをお客様先に常駐
させ、最適な ICT 基盤構築・保守・運用サービスを提供いた
します。

請負型案件対応
ICT 基盤構築・保守・運用全般またはその一部を弊社で一括
でプロジェクト化し対応いたします。

ICT基盤
「サービス」  最適なサービス
「運用」  ＰＤＣＡしやすい運用
「開発」  最新の開発環境

個別の技術力を集結し、機器のポテンシャルを最大限発揮

・サーバー（UNIX・LINUX・Windows）構築サービス
・仮想化（Hyper-V,VMware)構築サービス
・ストレージ構築サービス
・ネットワーク構築サービス
・Oracle構築サービス
・セキュリティ構築サービス
・シンクライアント・仮想化サービス

・製造メーカー 製造プラントシステム用サーバリプレイス（VMWare環境）
・小売業   サーバ・クライアントリプレース構築（AD・EDI・基幹DBサーバ）
・小売業   メールシステム構築（Linux,メールサーバクラスタ構成、スパム対策アプライアンス（Tapirus)設置、アーカイブ用バックアップストレージ）
・製造メーカー AS/400リプレース・エミュレータ導入（Pcomm、クライアントアクセス、PanelWoer-Chicago他導入）
・医療系会社 サーバ・クライアントリプレース構築（医事DB／APサーバ、電子カルテDB／APサーバ）
・製造メーカー 無線LAN環境構築設定
・小売業   インターネットVPN環境構築
・財団法人   Windowsサーバ構築、クライアント構築、OracleDB環境設定、ラッキング、機器移設他（全国各400自治体実施）

業務内容詳細



Information Security Solution

情報セキュリティソリューション
理解しやすい・運用しやすい・費用対効果が見える

情報セキュリティソリューションを提供
「理解しやすい」「運用しやすい」「費用対効果が見える」弊社独自のノウハウに基づいた情報セキュリティソリュー
ションの提供を通じて、課題を解決していきます。
ＪＩＳ Ｑ 27001、JIS Q 15001 や経済産業省情報セキュリティ管理基準などをベースに様々な企業で発生している
情報セキュリティインシデント傾向と最新の対策を考慮した上で、弊社独自の情報セキュリティガバナンスフレー
ムワークを定めています。

情報セキュリティ・システム情報セキュリティ・ガバナンス
システム導入によるアクセスコントロール強化日本企画独自のガバナンスフレームワーク

情報セキュリティ診断

貴社の事業戦略、ＩＴ戦略を理解した上で、情報資産と情報セキュリティ
対策を精査し、ＩＴリスクを診断します。
リスクが高い場合は低減させるためのコントロールを提案します。

実行計画
ビジネス
ケーススタディ

情報資産の

識別・分類

セキュリティ

対策確認

診断レポート

作成確認

情報セキュリティポリシー策定

情報セキュリティポリシーは、社内管理制度とリスクを低減する対策基準
から構成されます。
また、社内関係者への理解を促進するガイドブックが必要なケースがあり
ます。

情報セキュリティ教育

情報セキュリティポリシーを導入して、ＩＴ管理者、スタッフ部門の管理
者、ライン部門の管理者が、それぞれの立場で内容を理解しなければ情報
セキュリティリスクのコントロールが有効に機能しません。
弊社では、管理者向けの教育テキストの作成と講義を通じて、情報セキュ
リティポリシーの社内への浸透を支援いたします。

情報セキュリティ運用支援

情報セキュリティポリシーに基づく運用を強化するには、ライン部門の管
理者によるセルフチェックの導入が有効です。

情報セキュリティ監査

情報セキュリティポリシーに基づく統制を確立するには、内部監査部門に
よる情報セキュリティ監査（第三者チェック）の実施が必要不可欠です。
弊社では、貴社の内部監査部門に対して、情報セキュリティ監査手続きを
フォローすることにより、統制の確立を支援します。

・大手物流会社 情報セキュリティガバナンス、ポリシーをグループ内標準化
・大手進学塾 情報セキュリティガバナンス、ポリシーをグループ内標準化
・鉄道会社   社員向け情報セキュリティ教育の実施
・大手製造会社 情報セキュリティカスタマイズハンドブックの提供

ネットワークセキュリティ

従来のアンチウイルスソフトでは対応が難しかった正常なプログラムに偽
装したマルウェアや「連続したファイル通信を用いた複合攻撃の検出・解
析を実現

クライアントセキュリティ

クライアントＰＣの端末操作
ログを取得し、社内システム
へのアクセス状況、電子メー
ルの利用状況、Ｗｅｂサイト
の閲覧状況を監視します。

ファシリティセキュリティ
ＩＣカードをドア脇のカードリーダにかざすだけで、即座に本人確認を行
い、ドアの電気鍵を開錠します。入退室がスムーズなため、従業員の出入
りの多いオフィスに最適です。
入退室操作時の履歴データを蓄積することが可能で、ＰＣで管理できます。

アプリケーションセキュリティ
データベースのアクセスログ管理システムを導入し、ＩＴ統制や情報漏え
い対策を強化します。
入退室操作時の履歴データを蓄積することが可能で、ＰＣで管理できます。

理解しやすい・運用しやすいポリシーの策定を支援

情報セキュリティポリシーの社内への浸透を支援

情報セキュリティポリシーの可視化を支援

標的型サイバー攻撃防御システム／入口対策と出口対策で社内ＮＷを守る

ＩＴ資産管理システム／「内部対策」で社内ネットワークを守る

クライアント操作
ログ管理サーバー

エージェントで
取得したクライアント
操作ログを
サーバに送信

収集したログをデータベー
スで管理
システムへのアクセス状
況、電子メールの利用状
況、Ｗｅｂの閲覧状況など
を監視

利用者

エージェント

エージェントエージェント

管理者

管理コンソール

クライアントＰＣ操作ログ管理例

クライアントＰＣ操作ログ管理

その他機能例

ＵＳＢメモリやスマートデバ
イスなどの外部記録媒体の接
続をシステム管理者側で制御

外部記録媒体接続制御

社内ネットワークへの不正ア
クセスやマルウェアの感染を防止

不正クライアント接続制御

入退室管理（セキュリティドア）

ログ管理
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24H365Dシステムサポ ー トサー ビス

トラブル対応、 トラブル未然検知等、 フル対応可能

近年のグロ ーバル化、技術の進歩に伴い、ビジネスにおいてノンストップ稼働が求められています。
そんな時代の中、システムトラブル発生による損失は企業内利益やビジネスチャンスを逃すだけでなく、
企業自体の信用も揺らぎかねません。
24H365Dシステムサポートサービスは、そのような企業のトラブル対応、 トラブルの未然検知など、
フル稼働での対応が可能です。

2 占 ふ
ヘルプデスク 監視サ ー ビス マネ ー ジドサ ー ビス

ヘルプデスクサー ビスでは、 お客さまがご使用され サポ ー ト情報を設定 ・ 管理した 24 時間 365 日対応 機材の入手 ・ 設置からOS など基本的なソフトウェ

ている機器の取り扱いから業務でご使用されている のサー バ ー 監視・システム監視に加えて、 エンジニ アの導入（インスト ール）、 運用中の死活監視、 障

ソフトウェアの操作方法、 障害対応依頼まで、 ご利 アが インタ ー ネット経由で接続して、 お客様の手順 害発生時の再起動、 機材故障時の交換、 24 時間

用システムに関する総合窓口（ヘルプデスク） とし 書に基づきサポ ー トするサー パ ー 監視 ・ サー バ ー 保 365 日の電話やメ ールによるサポ ー トを行います。

て、 幅広く対応が可能です。 守サー ピスです。 当社は独立系Sierとしてお客さまに最適な環境を

夜間、 休日の電話受付や各種窓口としてもご活用い サー バ ー 管理者様の負担を軽減し、 企画 ・ 開発 ・ 構 マルチベンダ、インフラフリー でご提供いたします。

ただいております。 築 ・ IT戦略の立案など、運用以外の業務へのリソー

トラプル発生時においても、 ヘルプデスクヘ問い合 ス配分を可能にします。

わせいただくことで、 迅速なトラブル対応の支援を

行います。

PC動作不良サポ ート
PC動作不良、Windowsオベレ ーションシステム、プリンタ ー

の 動作不良等について原因切り分け実施
一般OAソフト操作サポ ート
Windowsの基本操作方法やMicrosoft Officeの基本操作方法
サポ ート

月次レポ ート提出
各問い合わせに関する情報からサポ ート対応に関するインシ
デント情報を毎月メ ー ルにて報告

ベンダー コントロ ール
ハ ー ドウェア｀‘ノフトウェアベンダー ヘの連絡代行および調
整を企業様に代わって実施

障害一次切り分け
企業様側マニュアルに基づく障害一次切り分け実施

障害復旧（オプション）
ヘルプデスク契約のユ ー ザーに対する障害切り分け実施後の
原因追及調査から障害普及まで実施
再発防止や根本原因の排除

サー ビスイメ ージ

NKC 
監視センタ ー グロ ーバル監視

インタ ーネット
経由での常時監視

企業様

昏量塁霜？

o-「

常時監視 且世.:..う言
m

監視情報集約サーバー

に悶；塁戸

=-――► �言：日Support 

バッチ適用
PCサ ー バ ー ・ストレ ー ジおよびネットワ ークアプライアン
ス機器の最新パッチ巡回定期調査を日々実施し、 お客様相談
の上、 最新バッチの適用を現地にて対応
本サ ー ピスによりパッチ遮用にかかっていたオベレ ーション
コストの大幅削減を実現

セキュリティサポ ート
ファイヤウオ ー ル＋ウィルスゲ ー トウェイ＋OS セキュリ
ティホ ー ルバッチ各々を常に最新の状態に保つことが重要
セキュリティサポ ートでは、 企業様サポ ート対象機器の注意
喚起・脆弱性の確認を実施
各種 OS （ミドルウェア） •他ハ ー ドウェアに関する情報を
」PCERTサイトにて日々チェックを行い、 注意喚起・脆弱性
の確認及び対応をを実施

I 業務内容詳細 I 
・ヘルプデスク業務（操作説明、 総合一次窓口）
・ リモ ート監視

・リモ ートオペレーション
・ アプリケ ー ション保守
・ オンサイト障害対応

I 過去事例 I 
・大手小売店会社

・ 医療系協同組合

·Y市総務局

·Y市情報管理

メ ールシステムセキュリティ対策、 拡張対応システム構成

システム老朽化に伴う設備リニュー アル、 セキュリティ対応ネットワ ー ク構築

運用管理、 基盤システム投入、 オンライン処理

バッチ処理、 オンライン処理、 出力帳票、 電算機起動設定、 エントリーデ ータ管理、 バックアップ処理



名称 日本企画株式会社
本社所在地 千葉県船橋市本町６丁目２１番１６号

TEL：047（426）0026　FAX：047（426）6071
URL http://www.nkcnet.co.jp
設立 昭和 49 年 4月
資本金 3 億 2,000 万円
社員数 836 名（2024 年 12 月末時点）
代表者名 代表取締役会長 利 哲雄

代表取締役社長 利 哲平
役員 取締役副社長 小林 朋幸

常務取締役 又木 慎也
取締役 栁井 敏夫
社外取締役 古閑 祐二
非常勤監査役 池田 純子
非常勤監査役 福嶋 賢一

売上高 62.64 億円（2024 年 12 月末時点）
決算日 12 月末日
事業拠点 東京 〒100-0011

オフィス 東京都千代田区内幸町 1丁目 3番 3号
内幸町ダイビル 703
TEL：03（5157）6033　
FAX：03（3503）6063

大阪支店 〒532-0011
大阪府大阪市淀川区西中島 4丁目 9番 7号
TEL：06（6305）0119　
FAX：06（6305）0420

横浜支店 〒231-0027
神奈川県横浜市中区扇町 2丁目 5番 16 号
TEL：045（681）5801　
FAX：045（681）5833

徳之島リゾート＆オフィス
〒891-7112
鹿児島県大島郡徳之島諸田字コン 1410 番地１
TEL：0997（83）3501　
FAX：0997（83）3521

業務内容 １．開発ソリューション
２．運用ソリューション
３．基盤ソリューション
４．サービスデスク
５． ＩＴスタッフ派遣
６．情報セキュリティ対策コンサルティング

派遣業許可 一般労働者派遣事業　派 12-090034
認証取得 情報セキュリティマネジメント (ISO27001)

適用宣言書　2024 年 10 月 10 日　第 4.02 版
適用範囲は当社ホームページ参照

品質マネジメントシステム (ISO9001)
適用範囲は当社ホームページ参照

プライバシーマーク
認証番号：　第 10820453 号

取引銀行 三菱 UFJ 銀行、みずほ銀行、千葉銀行、千葉興業銀行

Corporate Information
企業情報　日本企画株式会社について

会社概要 沿革
1974 年 株式会社日本企画センター設立

資本金 100 万円
1975 年 データ入力業務開始
1977 年 資本金 400 万円に増資
1980 年 資本金 800 万円に増資
1981 年 システム設計、プログラム開発受託業務開始
1984 年 横浜支店開設
1985 年 事業発展計画発表会の創設
1987 年 資本金 3,000 万円に増資

日本企画株式会社に社名変更
1988 年 日本ＩＢＭの一次特約契約締結

ＩＢＭオフィスコンピュータ販売開始（特約店契約解消）
1989 年 大阪支店開設
1990 年 資本金 6,000 万円に増資
1991 年 資本金 9,000 万円に増資

ＮＫＣ研修センター竣工（本社移転に伴い閉設）
1992 年 事業拡張による本社移転（各地方営業所の本社集約）

資本金 1億 5,000 万円に増資
1996 年 新船橋本社ビル購入、本社移転

合弁会社、北京企中電子有限公司発足（2002 年提携解消）
1998 年 徳之島リゾート＆オフィス開設
1999 年 資本金 2億 2,500 万円に増資
2000 年 本社新館ビル（増築棟）竣工
2002 年 東京支店開設
2004 年 大阪支店新社屋ビル竣工

東京都情報処理サービス産業健康組合へ加入
資本金 2億 7,500 万円に増資

2005 年 プライバシーマーク取得
資本金 3億 2,000 万円に増資

2008 年 社団法人情報サービス産業協会へ加入
横浜支店新社屋ビル竣工

2012 年 ISO27001 認証取得
2014 年 ISO9001 認証取得

ＮＰＯ日本ネットワークセキュリティ協会に加入
2017 年 東京オフィス開設
2020 年 健康優良企業 金の認定取得

主要取引先（五十音順）

株式会社アーステクニカ
アイエックス・ナレッジ株式会社
アルファテックス株式会社
株式会社インターメスティック
株式会社インテックソリューションパワー
ＳＣＳＫ株式会社
株式会社エヌアイデイ
株式会社ＮＴＴデータＳＭＳ
株式会社ＮＴＴデータカスタマサービス
株式会社オプテージ
オムロン ソーシアルソリューションズ株式会社
オムロン ソフトウェア株式会社
オムロン ヘルスケア株式会社
京セラコミュニケーションシステム株式会社
株式会社久世
ＫＤＤＩ株式会社
株式会社シーイーシー
ＣＴＣシステムマネジメント株式会社
ＪＮシステムパートナーズ株式会社
ＪＦＥコムサービス株式会社
ＪＡ共済損害調査株式会社
一般財団法人ＪＡ共済総合研究所
ジェックシステム開発株式会社
一般財団法人首都高速道路技術センター
ちば興銀コンピュータソフト株式会社
株式会社中央コンピュータシステム
情報技術開発株式会社
株式会社情報システム工学
ＴＩＳシステムサービス株式会社
ＴＤＩシステムサービス株式会社
株式会社東計電算
ＴＯＰＰＡＮエッジＩＴソリューション株式会社
名村情報システム株式会社
株式会社日産フィナンシャルサービス
一般社団法人日本クレジット協会
日本ゼオン株式会社

日本通運株式会社
ハマゴムエイコム株式会社
株式会社日立システムズ
株式会社日立システムズエンジニアリングサービス
株式会社日立製作所
株式会社日立ハイシステム 21
ＦＩＴＥＣ株式会社
富士通株式会社
富士電機ＩＴソリューション株式会社
みずほリース株式会社
三菱総研ＤＣＳ株式会社
三菱電機インフォメーションネットワーク株式会社
株式会社ミライト・ワン・システムズ
株式会社ヤマタネシステムソリューションズ
ヤマトシステム開発株式会社
ユニバーサルコンピューター株式会社
自治体

業種、業態、企業規模、分野を問わず、CRMサービスをご提供します。



名称 日本企画株式会社
本社所在地 千葉県船橋市本町６丁目２１番１６号

TEL：047（426）0026　FAX：047（426）6071

URL http://www.nkcnet.co.jp

設立 昭和 49 年 4月

資本金 3 億 2,000 万円

社員数 817 名（2025 年 12 月 31 日時点）
代表者名 代表取締役会長 利 哲雄

代表取締役社長 利 哲平
役員 取締役副社長 小林 朋幸

常務取締役 又木 慎也
取締役 栁井 敏夫
社外取締役 古閑 祐二
非常勤監査役 池田 純子
非常勤監査役 福嶋 賢一

売上高 66.58 億円（2025 年 12 月 31 日時点）

決算日 12 月末日

事業拠点 東京 〒100-0011
オフィス 東京都千代田区内幸町 1丁目 3番 3号

内幸町ダイビル 703
TEL：03（5157）6033
FAX：03（3503）6063

大阪支店 〒532-0011 
大阪府大阪市淀川区西中島 4丁目 9番 7号
TEL：06（6305）0119
FAX：06（6305）0420

横浜支店 〒231-0027
神奈川県横浜市中区扇町 2丁目 5番 16 号
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〒891-7112
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TEL：0997（83）3501
FAX：0997（83）3521
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43.43%

24.27%

28.38%

3.92%

職種別売上構成 SDGsへの取り組み

売上高 66.58 億円
2025 年 12 月 31 日時点

日本企画の環境方針

日本企画は「SDGs」の取組みに賛同し、人類と地球環境が調和する持続
可能な社会の実現に向けて、活動していきます。

具体的取組目標

環境

社会

経済

SDGsゴール 活動内容 目標

① 商談、会議のオンライン活
用、在宅勤務推進による移
動に伴うCO2排出削減

② 会社全体での清掃活動実
施による再生可能ゴミの
回収

③ オフィスLED化によるCO2
排出削減

① 緊急時・必要時を除く移動
を廃止し、オンライン環境
を整備

② 2030年までに再生可能ゴ
ミ回収量3tを目標とする

③ 2023年中に全オフィスの
LED化を実施

① 女性正社員数の増加
② 障がい者支援事業の立ち
上げ

① 女性正社員比率（2022年
13.6%⇒2027年20.0%）

② 2022年度に新規事業
（障がい者支援事業所）の
スタート

① 最先端技術者の育成 ① 2023年度からの最先端事
業（ローコードツール開発、
AI開発）の事業化
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45.47%

25.04%

26.03%

3.46%

職種別売上構成 SDGsへの取り組み

売上高 62.64 億円
2024 年 12 月末時点

日本企画の環境方針

日本企画は「SDGs」の取組みに賛同し、人類と地球環境が調和する持続
可能な社会の実現に向けて、活動していきます。

具体的取組目標

環境

社会

経済

SDGsゴール 活動内容 目標

① 商談、会議のオンライン活
用、在宅勤務推進による移
動に伴うCO2排出削減

② 会社全体での清掃活動実
施による再生可能ゴミの
回収

③ オフィスLED化によるCO2
排出削減

① 緊急時・必要時を除く移動
を廃止し、オンライン環境
を整備

② 2030年までに再生可能ゴ
ミ回収量3tを目標とする

③ 2023年中に全オフィスの
LED化を実施

① 女性正社員数の増加
② 障がい者支援事業の立ち
上げ

① 女性正社員比率（2022年
13.6%⇒2027年20.0%）

② 2022年度に新規事業
（障がい者支援事業所）の
スタート

① 最先端技術者の育成 ① 2023年度からの最先端事
業（ローコードツール開発、
AI開発）の事業化
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